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電気予報士なな子のおでんき予報

電力のお話を業界外の方にもわかりやすく解説

電力×再エネ、電力×自治体、電力×イベント、、、な
ど電力×〇〇なニュースをわかりやすく解説

ポイント

電気予報士が考える電力業界の悩み

・電気というと難しいイメージがあり、業界外の人になか
なか伝わらない。
・実は業界を跨いで行う取り組みが多いのに、業界外の人
に理解されずらい。
・生活に密着しているのに知らないことが多い。
・外国に比べ再エネの取り組みが遅れている。
・専門職（工事士、主任技術者）の人口が減っている。

Youtubeを
通じて解決！

自己紹介 電力系youtuber 伊藤菜々

有限会社スタジオガル
代表取締役 電気予報士
伊藤 菜々（いとう なな）

〇電力系youtuber。2019年に独立。地
域のエネルギー会社の立上げ、運営支援
を行う。
〇第三種電気主任技術者、第二種電気工
事士、宅地建物取引士



自己紹介 電力系youtuber 伊藤菜々

2024年２月16日発売！！

電気予報士なな子のおでんき予報

https://amzn.asia/d/aGyq76p

Amazonや大手書店にて好評発売中☆

https://amzn.asia/d/aGyq76p
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１．カーボンニュートラルと太陽光の伸び
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太陽光の推移

日本の太陽光発電の導入量は年々伸びており、現在は世界の約7%である。

出典：資源エネルギー庁「エネルギー白書2024」



7

太陽光の推移

2030年のエネルギーミックス目標
太陽光は2021年の倍、風力は５倍ほどになる予定。

【出典】資源エネルギー庁 電源のゼロエミ化について
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/066_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/066_05_00.pdf
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太陽光の推移

太陽光発電については、エネルギーミックス（10,350～11,760万kW）の水準に対して、2023年3
月時点のFIT前導入 量＋FIT・FIP認定量は7,970万kW、導入量は7,070万kW

【出典】資源エネルギー庁 太陽光発電について
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/091_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/091_01_00.pdf
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事業用太陽光発電の年度別／規模別の認定／導入容量

【出典】資源エネルギー庁 太陽光発電について
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/091_01_00.pdf

５０kW未満の件数が多い。

50kW未満は電気主任技術者をつける必要はないが、トラブルが多い。
使用前自己確認や、所有権移転時の報告が課せられた。

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/091_01_00.pdf
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太陽光の役割

●電気代対策
外部から購入する電気代が値上がりしたり不安定な中、価格変動リスクを減らせます。
売電収入も得ることができます。

●環境に優しい
発電時にCO2などの大気汚染物質を排出しないため、地球温暖化を防ぐことができます。

環境価値を取り出して販売する取り組みもみられます。

●災害・停電対策
太陽光発電システムの自立運転機能では、発電している間なら自家消費が可能。
更に蓄電池やＶ２Ｈを付けると、停電時の夜間も電気を使うことができる為、災害時でも普段と変
わらない生活を送ることができます。

●企業の環境対策やCSR活動
環境対策という社会的責任を果たすことで、企業のイメージ向上や広報活動、ビジネスチャンスの
拡大にも活用できます。
東京証券取引所プライム市場への上場企業に対し、2023年からは有価証券報告書にサステナビ
リティに関する情報開示が求められるようになりました。
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電気代の現状

東日本大震災以降、電気料金は上がっています。原油価格の下落などにより2014～2016年度
と新型コロナウイルスの感染拡大の影響により2020年度は低下しましたが、再び上昇傾向です。

電気代は右肩上がり
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電気代高騰を回避するには太陽光

オンサイト オフサイト

自己所有 PPA 自己託送
自己託送モデル

組合型
PPA

電気代削減効果 ◎
〇

サービスによる
〇 △ △

停電対策 ◎ ◎ × × ×

導入費用
メンテナンス費

自費
０円

PPA事業者
自費

０円
PPA事業者

０円
PPA事業者

託送費 × ×
〇

かかる
〇

かかる
〇

かかる

再エネ賦課金 × × × ×
〇

かかる

計画・インバラン
ス負担

× ×
〇

かかる
〇

かかる
〇

かかる

託送費（低圧で9円/kWhほど）、再エネ賦課金を回避できる場合がある。
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環境価値とは？

非化石証書、Jクレジット制度、グリーン電力証書など証書化することもできる。

証書種類 概要 発行元 価格 使い道 取引方法

グリーン電力証書

太陽光発電や風力発電などの
再生可能エネルギーによって
発電された電気（グリーン電
力）の環境価値を証券化

グリーン電力証書
発行事業者

1～7円/kWh
温対法、CDP、SBT（GHGプロ
トコル準拠）、RE100、CSR活

動

グリーン電力発行事業者
と直接取引

https://www.jqa.jp/service
_list/environment/service/
greenenergy/file/list_ops/

operators_202407.pdf

Jクレジット
（省エネ） 太陽光発電や省エネ機器の導

入などによる
CO2（二酸化炭素）の削減量を
「J-クレジット」として国が認可

経産省、環境省、
農林水産省
経産省

再エネ
3,246円/t
省エネ

1,551円/t

省エネ法、温対法（排出係数調
整）、CSR活動

JークレジットHPより口
座開設手続き

１．相対 ２．仲介 ３．経産
省の入札で購入

https://japancredit.go.jp/a
pplication/account/

Jクレジット
（再エネ）

温対法、CDP、SBT（GHGプロ
トコル準拠）、RE100、CSR活

動

非化石証書
（FIT）

石油や石炭を使用しない「非化
石電源」から

つくられた電気であることを証
明する証書

経産省

0.4円/kWh
温対法、CDP、SBT（GHGプロ
トコル準拠）、RE100（トラッキ

ングのみ）、CSR活動、
JEPXで入札。毎年2月、
5月、8月、11月に開催。
オークション開催月の前
月末までにトラッキング
情報の割当申請が必要。
https://www.jepx.jp/nonf
ossil/outline/#schedule

非化石証書
（非FIT再エネ）

0.6円/kWh
温対法、CDP、SBT（GHGプロ
トコル準拠）、RE100（トラッキ

ングのみ）、CSR活動

非化石証書
（非FIT指定なし）

0.6円/kWh
温対法、高度化法対応、CSR活

動
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災害・停電対策

太陽光に加えて蓄電池やV2Hがあれば、停電時に使える電力も増加し、夜間も電力を使用できる。
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自治体の脱炭素の取り組み

2030 年度までに民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴うCO2 排出実質ゼ
ロを実現するとともに、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減について
も、わが国全体の2030 年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現する地域です。

出典：環境省  https://www.env.go.jp/press/press_02722.html
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自治体の脱炭素の取り組み

都道府県単位ではすべての自治体が表明

出典：環境省  https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html
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自治体の脱炭素の取り組み

各種補助金も充実

出典：環境省  https://www.env.go.jp/content/000176459.pdf
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自治体の脱炭素の取り組み 恵那電力

恵那電力さんへ日本ガイシさんのNAS電池の発電所を見に行って
きたよ☆

https://youtu.be/Vx1rDhT2ILk

・恵那市の公共施設の屋根上に太陽光発電所を作り、市内の公共
施設へと電力供給。
・吉田発電所には太陽光発電（300kW）とNAS電池（1,200kWh、
200kW）があり、災害時に避難所まで電力供給。
・通常は需給バランスの調整も行う。
・ブロックチェーンを使った再エネのトラッキングも。

https://youtu.be/Vx1rDhT2ILk
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自治体の脱炭素の取り組み 恵那電力

出典：恵那電力 https://enaden.jp/
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自治体の脱炭素の取り組み 恵那電力防災

出典：恵那電力 https://enaden.jp/

災害などによる停電発生時を想定した地域マイクログリッドの発動試験を実施し、地域内で電力が
自給できることを確認しました。地域の災害対応力強化策として実証・運用を進めていきます。
日本ガイシや恵那市などが出資する地域新電力会社の恵那電力株式会社では、保有するNAS電池
やPVを有事の防災電源として活用する仕組み作りを進めています。
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自治体の脱炭素の取り組み 恵那電力環境価値

出典：恵那電力 https://enaden.jp/

恵那電力株式会社の再エネによる発電および売電事業を通じて恵那市が得た環境価値を、経済的
に有償な価値に変換し利用する取り組み。創出されたクレジットを恵那市内で活用し、市外からの資
金還流を生み出す仕組みも構築し、地域経済の活性化、さらなる再エネ導入拡大のサイクルを回し、
恵那市のゼロカーボンシティ実現に貢献します。
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企業にとってなぜ環境経営が必要なのか

●リスク管理と法令遵守
環境規制が厳しくなる中、環境経営を行うことで法令遵守が容易になり、罰則や罰金を避けることができま
す。また、環境リスクを管理することで、企業の評判を守ることができます。

●コスト削減
環境に配慮した経営は、エネルギー効率の向上や資源の節約を通じてコスト削減につながります。例えば、再
生可能エネルギーの導入、省エネや廃棄物の削減は、長期的に見て経済的なメリットをもたらします。

●ブランドイメージと競争力の向上
環境問題に積極的に取り組む企業は、消費者や投資家からの評価が高まり、ブランドイメージが向上します。
これにより、競争力が強化され、新たなビジネスチャンスが生まれることもあります。

●持続可能な成長
環境経営は、企業の持続可能な成長を支える重要な要素です。環境に配慮した製品やサービスの開発は、将
来的な市場のニーズに応えることができ、長期的な成長を促進します。

●人材確保と従業員のモチベーション向上
環境問題に取り組む企業は、社会的責任を果たしていると見なされ、優秀な人材を引きつけることができま
す。また、従業員のモチベーションやエンゲージメントが向上し、生産性の向上にもつながります。



23

企業の脱炭素の取り組み

農業×太陽光発電☆営農型オフサイトPPA☆アグリガスコ
ム、中部電力ミライズさんの取り組み
https://youtu.be/yNMRRrsfKO4

・オフサイトPPAの取り組み
・耕作放棄地を整えて、畑とソーラーシェアリング
・地元の農業大学生の雇用も生み出す
・豊川ニラとして新たなブランドを地域から作る

https://youtu.be/yNMRRrsfKO4
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企業の脱炭素の取り組み

出典：中部電力ミライズ、オーエスジー
https://miraiz.chuden.co.jp/info/press/__icsFiles/afieldfile/2022/12/12/release_20221213.pdf

太陽光拡大の課題と地域の農業問題を同時に解決。
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企業の脱炭素の取り組み

省エネ、太陽光発電、CO2フリー電気の活用で、2050年カーボンニュートラルを目指す。

出典：中部電力ミライズ、オーエスジー
https://miraiz.chuden.co.jp/info/press/__icsFiles/afieldfile/2022/12/12/release_20221213.pdf
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２．保守メンテナンスの重要性
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高圧太陽光の保守保安

システム容量が50kW以上の太陽光発電所は電気事業法で「高圧連系」に分類され、キュービクル（高圧受電設
備）の設置と電気主任技術者による保安点検が義務付けられており、２MW未満の発電所は保安法人への外部委
託が認められています。



28

小規模太陽光の保安規制が義務化に

●これまで一部保安規制の対象外だった小出力発電設備 （太陽電池発電設備（10kW 以上50kW 未満）、風力
発電設備（20kW 未満））について、新たな類型に位置づけられました。（小規模事業用電気工作物。下記図の黄
枠部分）
●小出力発電設備には既存の事業用電気工作物相当の規制を適用（技術基準適合維持義務等）しつつ、保安規
程・主任技術者関係の規制については、これに代わり、基礎情報届出が必要となります。（下記図の赤枠部分）
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トラブル事例 PPAの注意点

電気主任技術者の意見
→太陽光自体が主任技術者をつけない規模でも、
自家用電気工作物のある物件につけたら点検対象。
追加の保安費用をいただきたい。

公共施設担当者の言い分
→完全無料と言われたからつけた。
保守保安やメンテナンスもPPA事業者が持ってくれ
るのでは？
電気代は対して削減していないので、今さら保安費
用を捻出できない。

PPA事業者
→保安もやります。というものの、実際は半年以上
放置されており、なにも点検されていない。

ある公共施設への太陽光PPAの案件
保安はどうなってるの？

専門知識のない事業者や営業担当がい
るため、保安がないがしろになる。
→事業者や営業職にも教育を！
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トラブル事例 太陽光の反射光防止による汚れ

太陽光パネルの最適角度は南向き30℃とされているが、太陽光パネルの反射によるクレームを防止
するため、法人などでは０℃設置が主流となりつつある。
平置きになることで汚れが流れ落ちずらかったり、水滴が残り不純物が表面に付着することで発電量
を低下させる可能性がある。



31

３．太陽光を取り巻く制度
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案件が増えるが人手は不足

【出典】経済産業省 産業保安グループ 電力安全課 電気主任技術者制度について
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/013_01_00.pdf

2030年度時点で、第２種電気主任技術者は、再エネ設備の増加が見込まれるとの主に需要側の
要因から、約1,000人不足する可能性。
2030年度時点で、第３種電気主任技術者は、約800人不足する可能性

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/013_01_00.pdf
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高齢化も進む

高齢化が進むことによる事故
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統括における監督可能な事業場数の柔軟化

【出典】経済産業省 産業保安グループ 電力安全課 主任技術者制度に係る見直しについて
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/010_04_00.pdf

選任（専任・統括・兼任）及び外部委託のイメージ

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/010_04_00.pdf
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統括における監督可能な事業場数の柔軟化

【出典】経済産業省 産業保安グループ 電力安全課 電気保安人材等に関する 制度の合理化について
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf

・太陽光設置者からは、主任技術者の確保が難しいとの声。
→慎重を期すことで、従来６までだった事業場を７以上見てもいいのでは？
・兼任でも、７以上が認められた場合もある。
→ポンプ場で１つの事業場が低圧自家用の場合。
→すべてが同一敷地内の場合。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf
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外部委託における２時間ルールの柔軟な運用

【出典】経済産業省 産業保安グループ 電力安全課 電気保安人材等に関する 制度の合理化について
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf

事故が発生した際に、やむを得ない理由で受託している主任技術者が現場に急行できない場合
→代行者が応急対応するなど柔軟に運用。
保安の確保と無理のない働き方の両立が図られている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf
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外部委託における２時間ルールの柔軟な運用

【出典】経済産業省 産業保安グループ 電力安全課 電気保安人材等に関する 制度の合理化について
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf

（１）兼任・外部委託については、①洋上風力発電所、②過疎地域等に設置されている電気工作物に
ついて、
（２）統括については、①洋上風力発電所、②担当技術者を配置した事業場について

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_seido/pdf/015_02_00.pdf
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電気主任技術者試験の受験機会の拡大

・令和４年度から第三種電気主任技術者試験を年２回へ
・令和５年度からCBT方式導入。試験日程や試験会場数を拡大
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人材不足が深刻

電気主任技術者の実務経験☆21日から21件に変
更になったよ！！
https://youtu.be/zbxpVQ0e9W8

電気主任技術者制度のみなおし☆実務経験が最短
１年に！？

https://youtu.be/BhfeeqdSCm4

https://youtu.be/zbxpVQ0e9W8
https://youtu.be/BhfeeqdSCm4
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人材不足が深刻

・若者や女性をターゲットとした情報発信サイト「Watt Magazine」
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人材不足が深刻

93歳の男性が負傷

・定年がない
→誰かが止めてあげないと働き
続けてしまう。

・人材不足で物件を手放せない
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人材不足が深刻

電気主任技術者の実務経験に関する動画に寄せられたコメントの例。
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太陽光のケーブルの盗難

読売新聞
https://www.yomiuri.co.jp/national/20240505-OYT1T50117/

・狙われやすいのは、監視カメラがなかったり、警備
会社との契約がなかったりする施設。50kW以上
2MW未満の高圧太陽光。

・茨城県警が窃盗容疑で昨年夏までに逮捕した５人
組のカンボジア人の男らは約８０件の窃盗を繰り返
したとされ、被害総額は２億７０００万円に上った。

・損保大手４社が盗難で支払った保険金は、２１年度
に約４２億円だったが、２２年度には約１３３億円に
膨らんだ。２３年度も上半期だけで約１２４億円に達
している。

・茨城県や千葉県では、売り手の身分証明書や取引
記録の保存などを義務付けることが柱で、年内の県
議会への提案を目指している。

https://www.yomiuri.co.jp/national/20240505-OYT1T50117/
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発電側課金

2024年4月より『発電側課金制度』
が正式にスタート

●エリア外の需要家に供給する際、当
該エリアの託送料金を負担する仕組み。

●需要家が負担する託送料金（電気料
金）の上昇を抑制する。
再生可能エネルギーを増やすために
は送配電設備の増強が必要。
維持費も増えるため、託送料金（電気
料金）は上昇。
同じ送配電設備を利用している発電
者も維持費の一部を負担

●発電所の立地によって割引を設け、
電力需要の多いエリアに誘導。
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発電側課金

出展：経済産業省 発電側課金の導入に向けた対応について
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発電側課金
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発電側課金

発電事業者は上乗せして小売電気事業者に電源代を請求してもよい。
＝小売が発電側課金を払っているのと同じ
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発電側課金

実際に発電事業者に一般送配電事業者が課金する際には、課金単価に加えて、割引相当額が付加
されること。23年度９月を目処に、割引エリア・割引相当額（案）について、公表することを予定。
割引エリアは各一般送配電事業者ホームページに掲載。

基準価格

割引単価

系統にとって都合のいい場所に発電所を作るほうが託送料金が安くなる。
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再エネの出力制御

電気の発電量がエリアの需要量を上回る場合には、まず火力発電の出力の抑制、揚水発電のくみ上
げ運転による需要創出、地域間連系線を活用した他エリアへの送電を行います。それでもなお発電
量が需要量を上回る場合には、バイオマス発電の出力の制御の後に、太陽光発電、風力発電の出力
制御を行います。

つまりせっかく発電した再エネを日本全体で使いきれず捨てている。

③④それぞれのカ
テゴリで、
FIT→FIP電源の順
とする。



50

優先給電ルールの変更

出典：重寧々ルギー庁 再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/052_01_00.pdf

2026年度中にも出力制御の順番変更を検討。
① FIT電源とFIP電源の間の公平性を確保するため、優先給電ルールにおける出力制御の順番を、
FIT電源→FIP電源の順とすることとしてはどうか。
② 将来的には全再エネ電源のFIP移行が望ましいが、まずは一定の電源（FIT/FIP全体の約
25％） がFIP電源に移行するまでの間、集中的に、FIP電源に係る蓄電池の活用や発電予測など
への支援を強化（※２）し、FIP電源への移行を集中的に後押しすることとしてはどうか。
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優先給電ルールの変更

出典：資源エネルギー庁 再生可能エネルギーの出力制御の抑制に向けた取組等について
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/052_01_00.pdf

FIT・FIP以外の電源（非FIT/非FIP電源）については、自ら発電計画を策定し、予測誤差 に対応し
ながら、需給に応じた発電を行っている電源であることから、需給バランスへの貢 献の度合いを踏
まえて、FIP電源と同じカテゴリで扱ってはどうか。
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FIP＋蓄電池を優遇

●現行のルール
2021年度以前のFIT認定案件が、FIP移行後に蓄電池併設する場合は「事後的な蓄電池設置」とし
て価格変更事由に当たり、変更時点の最新価格が適用されることとなっていた。
→買取価格が安くなってしまう。

●改定案
発電設 備の出力（PCS出力と、過積載部分の太陽電池出力の比率）により、基準価格（蓄電池設置前
価格と十分に低い価格）を加重平均した値に価格変更。
更に、バランシングコストの更なる時限的な増額を検討する。

出典：FIP制度に関する政策措置について
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/069_01_00.pdf
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